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 <サービス利用料金>  

ア 下記の料金表によって、契約者の要介護度に応じたサービス利用

料金(介護保険給付額）の１割をお支払い頂きます。但し、一定以上の収

入がある場合は、介護保険負担割合証に記している負担割合に応じた

金額になります。 
要介護度区分 １、１日あたりのサービス

費用(１０割） 

２、うち、介護保険から

給付される金額 

３、サービス利用に係る

自己負担額（１－２） 

要支援２ ７，８１６円（７４８単位） 
 

７，０３４円 

 

 

７８２円 

 

要介護１ ７，８５８円（７５２単位） 

 

７，０７２円 

 

 

７８６円 

 

要介護２ ８，２２４円（７８７単位） 

 

７，４０１円 

 

 

８２３円 

 

要介護３ ８，４７４円（８１１単位） 

 

７，６２６円 

 

 

８４８円 

 

要介護４ ８，６４２円（８２７単位） 
 

７，７７７円 

 

 

８６５円 

 

要介護５ ８，８１９円（８４４単位） 
 

７，９３７円 

 

 

８８２円 

 

 

☆ 契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用 

料金の全額を一旦お支払い頂きます。要介護認定を受けた後、自己負

担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。 
 

＜加算＞ 

イ 下記の料金表によって、契約者の要介護度、状態に応じた加算をお

支払い頂きます。 
加算名 要件 金額 

初期加算 利用開始より３０日間 

３０日を超える病院又は診療所への入院

の後に指定認知症対応型共同生活事業

所に再び入居した場合。 

 

３２円／日 
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医療連携加算（Ⅰ） 当該事業所に於いて「看取りに関する指

針」を整備し、正看護師を配置した場合。 

若しくは、契約により訪問看護ステーショ

ン等（医療機関）の正看護師により利用

者の日常的な健康管理や医療機関（主

治医）との連絡調整を行える体制が整っ

た場合。 

 

 

 

 

４１円／日 

 

介護職員処遇改善加算

（Ⅰ） 

所定単位数にサービス別加算率１１．１ 

％を乗じた金額 

介護度により異なりま

す。 

介護職員処遇改善加算    

（Ⅱ） 

所定単位数にサービス別加算率８．１ 

％を乗じた金額 

介護度により異なりま

す。 

介護職員特定処遇改善

加算（Ⅰ） 

所定単位数にサービス別加算率３．１％

を乗じた金額 

介護度により異なりま

す。 

介護職員特定処遇改善

加算（Ⅱ） 

所定単位数にサービス別加算率２．３％

を乗じた金額 

介護度により異なりま

す。 

認知症専門ケア加算

（Ⅰ） 

認知症日常生活自立度Ⅲ以上の利用者

割合が５０％以上となり、認知症介護に

係わる専門的研修（認知症介護実践リ

ーダー研修）を修了した者を厚生労働省

の定める基準で配置し、技術的指導に

係わる会議を定期的に開催する体制が

整った場合。 

 

 

 

４円／日 

 

認知症専門ケア加算

（Ⅱ） 

認知症専門ケア加算（Ⅰ）の要件を満た

し、認知症介護の指導に係わる専門的

研修（認知症介護指導者研修）を修了し

た者を（Ⅰ）の基準に加え１名以上配置

し、認知症ケアの指導を実施すると共

に、当該事業所における研修計画を作

成し、研修を実施する体制が整った場

合。 

 

 

 

５円／日 

 

サービス提供体制強化

加算(Ⅰ） 

当該事業所の介護従事者の総数のう

ち、以下のいずれかに該当すること。 

①介護福祉士 70%以上 

②勤続 10年以上介護福祉士 25％以上 

 

 

２３円／日 

 

サービス提供体制強化

加算(Ⅱ） 

当該事業所の介護従事者の総数のう

ち、以下に該当すること。 

・介護福祉士 60%以上 

 

 

１９円／日 

 

サービス提供体制強化

加算(Ⅲ） 

当該事業所の看護、介護従事者の総数

のうち、以下のいずれかに該当するこ

と。 

① 介護福祉士 50%以上 

② 常勤職員 75%以上 

③ 勤続 7年以上 30%以上 

 

 

７円／日 

 

夜間支援体制加算(Ⅱ） 指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準第９０条

 

２７円／日 



 3 

第１項に規定する夜間及び深夜勤務に

必要な数に１を加えた数以上の介護従

事者又は宿直職員を配置した場合。 

 

退居時相談援助加算 利用期間が一ヶ月を超える利用者の退

居時に、福祉サービスについての相談

援助を行い、且つ、退居の日から２週間

以内に当該利用者の介護状況等の必要

な情報提供を行った場合。 

但し、在宅復帰であり家族等の同意を得

た場合。 

 

 

 

 

４１８円／１回のみ。 

 

看取り介護加算 「人生の最終段階における医療・ケアの

決定プロセスに関するガイドライン」等の

内容に沿った取組みを行うと同時に、医

師（主治医）が、医学的知見に基づき回

復の見込みがないと診断し、利用者又は

その家族等の同意を得て、当該事業所

が整備する「看取りに関する指針」に定

める介護計画に基づき介護を行うことの

同意を得た場合。 

死亡日以前 31 日以上

45 日以下 

７６円／日 

死亡日以前４日以上３

０日以下  

１５１円／日 

死亡日以前２日又は３

日  

７１１円／日  

 

死亡日  

１，３３８円／日  

認知症行動、心理症状

緊急加算 

医師が、認知症の行動・心理状態が認

められるために在宅での生活が困難で

あり、緊急に指定認知症共同生活介護

を利用することが適当であると判断し、

入居した場合。 

入居日より７日間のみ。 

２０９円／日 

 

若年性認知症利用者受

け入れ加算 

若年性認知症利用者の方を受け入れ、

個別の担当者を定め介護を行った場

合。 

１２６円／日 

 

口腔衛生管理体制加算 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた

歯科衛生士が、介護職員に口腔ケアに

係る技術的助言及び指導を月１回以上

行っている場合。 

３２円／月 

 

口腔・栄養スクリーニン

グ加算 

サービス利用者に対し、利用開始時及び

６ヶ月ごとに口腔の健康状態のスクリー

ニング及び栄養状態のスクリーニングを

行った場合 

 

２１円／回 

※６カ月１回を限度とす

る。 

栄養管理体制加算 管理栄養士（外部※との連携含む）が、

日常的な栄養ケアに係る介護職員への

技術的助言や指導を行った場合 

３２円／月 

 

入居者の入退院支援の

取組 

入院後３カ月以内に退院が見込まれる

入居者について、退院後の再入居の受

け入れ体制を整えている場合。 

２５７円／日 

※１月に６日を限度とす

る。 
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科学的介護推進体制加

算 

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口

腔機能、認知症の状況その他の利用者

の心身の状況等に係る基本的な情報

を、厚生労働省に提出していること。 

⑵ 必要に応じて認知症対応型共同生

活介護計画を見直すなど、指定認知症

対応型共同生活介護の提供に当たっ

て、⑴に規定する情報その他指定認知

症対応型共同生活介護を適切かつ有効

に提供するために必要な情報を活用して

いること。  

４２円／月 

 

ウ 社会福祉法人による利用者負担の減額 

  対象者は、住民税世帯非課税者のうち特に生計が困難な方であり、

利用者負担減免対象確認証を保持されている方に限ります。 

 (２) 介護保険の給付対象とならないサービス 

以下のサービスは、利用料金の全額が契約者の負担となります。 

 

<サービスの概要> 

ア 食事の提供 

イ 居室等に要する費用（家賃、水道光熱費、共益費） 

ウ 通常の事業の実施地域以外の契約者に対する送迎費及び交通費 

エ おむつ代等 

オ 教養・娯楽費 

カ 複写物の交付 

キ 医療費(往診時に係る診察料金。医療機関より請求がございます。) 

☆ 経済状況に著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な

額に変更することがあります。その場合事前に変更の内容と、変更する

事由について、変更を行う２ヶ月前迄にご説明します。 

 月額 日額 月額 日額 

部屋数 １４室 ４室 

家賃 ７６，５００円 ２，５５０円 ８４，０００円 ２，８００円 

食材費 ３６，０００円 １，２００円 ３６，０００円 １，２００円 

水道光熱費 １５，０００円 ５００円 １５，０００円 ５００円 

共益費 ２０，０００円  ２０，０００円  

合計 １４７，５００円  １５５，０００円  

入居保証金(契約時にお預かり致します。) ３００，０００円 

※退居時（契約解除時）の返還について 

 全額を無利息で返還いたします。 

ただし、未払いのサービス利用料、原状回復に要する費用等のその他

債務が存在する場合は、当該債務の額を差し引かせていただきます。そ

の場合、差し引かせていただく債務の内訳は明示させていただきます。 


